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第Ⅲ期宮城県公社等外郭団体改革計画の取組成果 

平成２５年度 

 

 

 

○ 「宮城県の公社等外郭団体への関わり方の基本的事項を定める条例」

は，県及び公社等外郭団体が，それぞれの役割及び責任の分担を明確に

し，公社等の自律性を高め，両者が協働して，県民の福祉を向上させる

よう求めています。 

○ 県は，条例の趣旨を踏まえ，社会経済情勢等の変化の下，公社等の役

割・意義を問い直すとともに，新たな課題や方向性を的確に捉え，公社

等への県の関与の適正化及び公社等の自立的運営の更なる促進を図るた

め，「第Ⅲ期宮城県公社等外郭団体改革計画（平成 22 年度から 25 年度

まで）」を作成し，改革の取組を進めてきました。  

○ この取組成果は，平成 25 年度における公社等改革の取組状況を，計画

に沿ってまとめたものです。 

 

 

 

 

 

平成２６年８月 

宮  城  県 
 

 

 



目  次 

Ⅰ 平成 25 年度の主な動向 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

Ⅱ 県の取組内容   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

１ 経営評価の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

２ 財政的関与の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

３ 委託の在り方の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

４ 公社等代表者等への充て職の廃止・縮小 ・・・・・・・・・・ 4 

５ 県職員の派遣の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

６ 県退職者の再就職の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

７ 新公益法人制度等による見直しへの支援 ・・・・・・・・・・ 5 

Ⅲ 公社等の取組内容  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

１ 経営評価の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

２ 経営基盤の確立 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

３ 経営責任の明確化と経営管理及び監査体制の強化 ・・・・・・ 7 

４ インターネット等による情報公開の推進 ・・・・・・・・・・ 8 

５ 統廃合等の計画的な実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

Ⅳ 第Ⅲ期計画の進行管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

１ 行政改革推進本部における進行管理 ・・・・・・・・・・・・ 8 

２ 公社等外郭団体総合調整委員会における進行管理 ・・・・・・ 8 

３ 公社等の自己管理等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

４ 公表について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

   参考 公社等外郭団体一覧【平成 25年度指定 55団体】 ・・・・・・  10 

Ⅴ 改善支援団体の取組状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

Ⅵ 平成 25 年度公社等外郭団体の団体改革実績・計画表  ・・・・ 33 



 

 

 
 ( ) ( ) ( )

 

 

 
        

( )  
 

( )  
 

���



 

  
( )

 
 

 

 
 

 

 

 
( )

 
 

 

 
 

 

 

 

 
( )

 
 
 

 
 

 

���



 
 

 

 
 

 

 

���



���



 

 
  

    

 

 

 
 

���



 

  

���



 

 

���



 

 

 

 

 
 

 

 

 

���



 

 

 

���



 

 

����



団体番号 頁

3 　宮城県土地開発公社 12

5 　阿武隈急行株式会社 13

9 　公益財団法人宮城県文化振興財団 14

12 　一般財団法人宮城県地域医療情報センター 15

14 　公益財団法人みやぎ産業振興機構 16

15 　株式会社テクノプラザみやぎ 17

16 　株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 18

25 　株式会社仙台港貿易促進センター 19

29 　公益社団法人宮城県物産振興協会 20

30 21

31 　公益財団法人翠生農学振興会 22

34 　一般社団法人宮城県畜産協会 23

37 　一般社団法人宮城県林業公社 24

38 25

45 　宮城県開発株式会社 26

46 　塩釜港開発株式会社 27

47 　仙台空港鉄道株式会社 28

49 　仙台エアカーゴターミナル株式会社 29

51 　宮城県住宅供給公社 30

55 　一般社団法人宮城県交通安全協会 31

－11－

Ⅴ　改善支援団体の取組状況

(平成２５年度　２０団体）

団　　体　　名

　公益社団法人みやぎ農業振興公社

　公益財団法人宮城県水産振興協会
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１ 基本情報

（ ）

２ 主な事業内容（基幹３事業）

３ 経営状況　（単位：千円）

４ 団体の使命・役割

５　経営改善の目標及び達成に向けた取組

６　経営自己評価（25年度）

１
ア

イ

２
ア
イ

３
ア
イ
ウ
エ

４
ア

イ

－44－

③弱まった
総合的に判断し，経営状況は前期と比較して良くなっているか。

①
①良化 ②横ばい ③悪化

インターネット等による積極的な情報公開に努めているか。 ①
総合評価 評価結果に対する県（担当課）の所見

団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。
①

　当該団体の平成25年9月末現在の集計による進行管理によると，中長期プランに
おける対象項目235件のうち，未検討がなくなり，計画どおり経営改善に取り組んで
いると認められる。

①強まった ②変化なし

団体独自の経営評価を行う体制を整備しているか。 ①
役員等経営幹部へ民間経験者等の多様な人材を登用しているか。 ①
監事（監査役）に公認会計士等適任者を選任しているか。 ①

財務状況は前期と比較して改善しているか。 ①
累積欠損金は解消しているか。 -

経営体制 ①実施済 ②検討中 ③予定なし

①適当 ②ほぼ適当 ③見直しが必要
財務状況 ①改善　 ②変化なし ③悪化

経営改善の目標 1-イ
　経営改善の目標については，中長期経営プランの進行管理状況（前年度84％→
本年度94％の進捗状況）と各種事業の進行具合から①とした。
2-ア
　平成24年度決算で資金収支差額は2,380,440千円であったが，その内1,381,119
千円は介護福祉士等修学資金貸付原資であり，差引は999,321千円となる。平成
25年度当期収支差額は，1,317,338千円となり，収支は改善されている。
4-ア
　東日本大震災の発生以降，平成24年4月から震災復興支援局を設置し，被災地
の市町村社会福祉協議会に職員を派遣するなど，復興支援に努めており，社会的
要請は高まっていると考えている。

目標の達成に向け，計画どおりに取り組んでいるか。
①

①計画どおり ②ほぼ計画どおり ③更なる努力が必要
設定した目標は適当か。

①

○法人の適正な運営

○経営基盤の強化

○リスク管理の徹底

○事務事業の進捗状況を把握し，計画的な予算の執行や
基金・資金等の確保など，的確な財務管理を行い，経営の
安定化を目指した。

○コンプライアンス経営を基本に，事務事業を推進する中
で経営上のリスク管理を徹底し，適正かつ健全な法人経
営を目指した。

　引き続き，的確な財務管理を行い，経営の安定化に
努めていくと共に，経営上のリスク管理を徹底し，適正
かつ健全な法人経営に努めていく。

評価項目 評価 評価結果コメント（団体代表者）

現在の団体としての使命・役割 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
○地域福祉推進の中核機関として，市町村社会福祉協議会，福祉諸団体，ＮＰＯ
　法人，ボランティア等の幅広い関係者との連携・協働のもと，県民の誰もが地域
　で安心して暮らせる福祉社会の実現を目指していく。
○指定管理者制度下で管理経営する社会福祉施設では，地域福祉推進にあたり
　高齢・重複障害・身体障害など多様な障害を持った利用者が安心して生活でき
　る福祉サービスを提供していく。
○被災地市町社協との協働により，被災住民等の自立・復興に向けた支援を行い
　ます。

  地域福祉推進の中核的機関として，市町村社協等関係団体との連携を強化し，地域
福祉に関するニーズに対して，的確な対応ができる体制の構築及び事業の展開を進
めることが期待される。

経営改善の目標 25年度の取組（実績） 今後の取組（計画）

0 0 0 0
損失補償(債務保証)残高 0 0 0 0 （年度末（3月31日）時点。平均年収は県出資割合25%以上の団体のみ記入。）

5,470 5,235
年度末貸付金残高 0 0 0 0 県からの派遣職員数

45.4 44.7
単年度貸付額 0 0 0 0 　平均年収
総収入に対する補助金等割合 20.2% 10.6% 13.2% 10.8% 　平均年齢

343 (5) 346 (5) 387 (5)補助金等合計 1,789,950 715,030 641,397 660,252 常勤職員数 (うち県退職者) 336 (5)
負　担　金 251 251 242 242 　平均年収 6,541 5,993

(1)
補　助　金 1,556,414 563,381 492,291 514,085 　平均年齢 62.0 61.5

(1) 2 (1) 2 (1) 2
（実績） （計画）

委　託　金 233,285 151,398 148,864 145,925 常勤役員数 (うち県退職者) 2

24年度 25年度 25年度 26年度 
（実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （計画）

（４）県の財政的関与　
24年度 25年度 25年度 26年度 

（５）役職員の状況

県委託事業の再委託率 0.0% 0.0%
正味財産合計 20,516,190 20,714,283

一般正味財産 20,505,190 20,703,283

管理費比率 46.2% 76.3%
正
味
財
産

指定正味財産 11,000 11,000
負債合計 1,548,029 1,539,229 当期収支差額 1,226,676 79,928

経常利益率 19.5% 1.7%
　うち長期借入金 0 0 支出計 7,616,161 4,781,670

4,082,644 3,709,543
固定負債 1,020,126 976,585 事業外支出 2,612,025 227,649

921,492 844,478
借入金依存度 0.0% 0.0%

負
債

流動負債 527,903 562,644 管理費

流動比率 1215.8% 1381.9%
　うち基本財産 2,457,690 2,375,411 収入計 8,842,837 4,861,598

4,731,489
固定資産 15,645,909 14,478,119 事業外収入 2,563,106 130,109資

産

流動資産 6,418,310 7,775,393 事業収入 6,279,731

資産合計 22,064,219 22,253,512 事業費

（３）主な経営指標 24年度 25年度 

自己資本比率 93.0% 93.1%
（１）貸借対照表 24年度 25年度 （２）収支計算書 24年度 25年度 

その他社会福祉事業 介護福祉士修学資金，七ツ森希望の家，介護研修センター，やすらぎの里，中国支援センター等の公益事業の実施 860,727 402,928
高齢者の生きがい対策事業 元気高齢者の社会参加促進事業の実施 106,573 104,636

事業名 事業内容
事業費(単位：千円)
24年度 25年度 

第１種・第２種社会福祉事業 船形コロニー・啓佑学園・和風園・偕楽園等社会福祉施設の管理運営 5,253,949 3,504,097

設 立 目 的
（ 定 款 等 ）

　社会福祉を目的とする事業の健全な発達・活性化，従業者の研修，地域生活支援並びに高齢者支援により地域福祉の推進を図ることを目的としていく。

公 社 等 外 郭 団 体 指 定 要 件 ①（県の出資割合が４分の１以上のもの）　②ⅱ（県の補助金等が総収入の４分の１以上のもの）
改 革 の 進 め 方 （ 分 類 ） 自立支援団体

http://www.miyagi-sfk.net/
設 立 昭和27年5月17日 県 出 資 額 （ 割 合 ） 10,000千円 90.9% 県 担 当 課 保健福祉部　社会福祉課

１１　社会福祉法人宮城県社会福祉協議会
所 在 地 仙台市青葉区上杉１丁目２－３ 代 表 者 会長　鈴木　隆一
電 話 ０２２－２２５－８４７６ フ ァ ッ ク ス ０２２－２６８－５１３９ ホームページ

http://www.miyagi-sfk.net/
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